
平成　　年　　月　　日

〒　　　－

電話　　　　（　　　）　

連絡の状況
（方法、頻度等）

住所

［請求者又は受給者と子どもの居住関係］

世
帯
員

続柄氏名 生年月日

生年月日

殿

生活費等の送金等状況
（送金の方法・頻度、子

どもの生活費等）

［子どもとの生計関係］

［子どもとの監護関係］

従前において、請求者又は受給者は
子どもと同居していましたか。

　・はい　　（従前の住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　・いいえ

今後、請求者又は受給者は、子どもと
同居する予定となっていますか。

面会の状況
（時期、頻度等）

備考

［子どもが属する世帯の状況］

※「学校欄」には、学校に通学している場合、学校の名称、所在地、連絡先を記載すること。

　・はい　　（別居の解消予定日：　　　　　年　　　月　　　日　）
　・いいえ

続柄

子ども手当　日本国外に居住する子どもに係る監護及び生計に関する申立書（例）

私は、日本国外に居住する子どもと同居しないでこれを監護し、かつ生計を同じくして
いる又は生計を維持していることについて、以下のとおり申し立てます。
なお、下記に記載する内容は、事実と相違ありません。

（ふりがな）

生年月日
氏名 ㊞

住所

請
求
者
又
は

受
給
者

［子どもの居住状況等］

住所 学校

子
ど
も

氏名



２１文科初第８２０号

雇児発 03 3 1 第 3 号

平成２２年３月３１日

各 都道府県知事 殿

文部科学省初等中等教育局長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の運営について

標記については、平成２１年３月５日２０文科初第１２７９号・雇児発第 0305005 号本

職通知の別紙「安心こども基金管理運営要領 （以下「運営要領」という ）により行われ」 。

ているところであるが、今般、運営要領の一部が別紙新旧対照表のとおり改正され、平成

２２年４月１日から適用することとされたので通知する。



別 紙
安心こども基金管理運営要領一部改正新旧対照表

改 正 後 現 行

別 紙 別 紙

安心こども基金管理運営要領 安心こども基金管理運営要領

第１～第６ （略） 第１～第６ （略）

別添 別添
子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）による特別支援事業 子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）による特別支援事業

（定義） （定義）
１ （略） １ （略）

２ 本運営要領において、「特別対策事業」とは、次の表に掲げる事業をいい、④欄の実施主 ２ 本運営要領において、「特別対策事業」とは、次の表に掲げる事業をいい、④欄の実施主
体が②欄の事業内容を実施する場合、⑤欄に掲げる補助率を適用することとする。 体が②欄の事業内容を実施する場合、⑤欄に掲げる補助率を適用することとする。

国 都道府県 市町村

地域子育て創生事業（別添１２） 平成２２年度末

都道府県
市町村

定額 － －

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
指定都市
児童相談所
設置市

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県

都道府県

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

①区分 ②事業内容
③交付額の根

拠
④実施主体

⑤補助率
⑥事業実施期限 ⑦精算時期

１～２　（略）

３
　
す
べ
て
の
子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援

平成２２年度末

・地域子育て支援を行うＮＰＯ等の活動の立ち上げ支援

21年度交付
要綱４（３）

・地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るた
めのきめ細やかな子育て支援活動を促進するための支援

・経済的困難を抱える家庭や施設等で生活する子どもの健全な育
成環境を確保するための支援

・育児に悩みのある親の話の傾聴や育児・家事を協働して行うス
タッフの派遣により、育児期の孤立感や育児不安の解消を図るため
の支援（家庭支援スタッフ訪問事業）

・放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を促進するための支
援（放課後子どもプラン連携促進事業）

・病児・病後児保育事業に携わる人材を確保するなど、病気の子ど
もを預かる社会基盤の構築を促進するための支援

・ファミリー・サポート・センター事業の広域実施や病児・病後児預か
り等の実施を促進するための支援

・安心・安全な出産に向けた妊婦等支援教室や家庭訪問等による
支援（妊娠出産前支援事業）

・地域子育て支援拠点の従事者や放課後児童健全育成事業の指
導員資質の向上を図るための支援、人材育成支援

・賃借物件により新たに地域子育て支援拠点事業や放課後児童健
全育成事業等を実施するための賃借料等の支援、病児・病後児保
育事業に係る感染症対策等に必要な備品費等の支援

４～６　（略）

（注１）～（注３）　（略）

・平成２２年度における子ども手当の支給に関する法律の施行に伴
う児童福祉施設に入所する子ども等への特別の支援

国 都道府県 市町村

地域子育て創生事業（別添１２） 平成２２年度末

都道府県
市町村

定額 － －

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県

都道府県

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

１～２　（略）

・賃借物件により新たに地域子育て支援拠点事業や放課後児童健
全育成事業等を実施するための賃借料等の支援、病児・病後児保
育事業に係る感染症対策等に必要な備品費等の支援

４～６　（略）

３
　
す
べ
て
の
子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援

21年度交付
要綱４（３）

平成２２年度末

（注１）～（注３）　（略）

・安心・安全な出産に向けた妊婦等支援教室や家庭訪問等による
支援（妊娠出産前支援事業）

・地域子育て支援拠点の従事者や放課後児童健全育成事業の指
導員資質の向上を図るための支援、人材育成支援

・地域子育て支援を行うＮＰＯ等の活動の立ち上げ支援

・地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るた
めのきめ細やかな子育て支援活動を促進するための支援

・経済的困難を抱える家庭や施設等で生活する子どもの健全な育
成環境を確保するための支援

・育児に悩みのある親の話の傾聴や育児・家事を協働して行うス
タッフの派遣により、育児期の孤立感や育児不安の解消を図るため
の支援（家庭支援スタッフ訪問事業）

・放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を促進するための支
援（放課後子どもプラン連携促進事業）

・病児・病後児保育事業に携わる人材を確保するなど、病気の子ど
もを預かる社会基盤の構築を促進するための支援

・ファミリー・サポート・センター事業の広域実施や病児・病後児預か
り等の実施を促進するための支援

①区分 ②事業内容
③交付額の根

拠
④実施主体

⑤補助率
⑥事業実施期限 ⑦精算時期



別添１～別添１１ （略） 別添１～別添１１ （略）

別添１２ 別添１２
地 域 子 育 て 創 生 事 業 地 域 子 育 て 創 生 事 業

１ （略） １ （略）

２ 事業の内容等 ２ 事業の内容等
（１）事業の内容 （１）事業の内容

都道府県又は市町村は、次に掲げる支援について、地域の実情に応じた創意工夫のある取 都道府県又は市町村は、次に掲げる支援について、地域の実情に応じた創意工夫のある取
組を実施する。 組を実施する。
① 地域子育て支援を行うＮＰＯ等の活動立ち上げ支援 ① 地域子育て支援を行うＮＰＯ等の活動立ち上げ支援
② 地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るためのきめ細やかな ② 地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るためのきめ細やかな
子育て支援活動を促進するための支援 子育て支援活動を促進するための支援

③ 経済的困難を抱える家庭や施設等で生活する子どもの健全な育成環境を確保するため ③ 経済的困難を抱える家庭や施設等で生活する子どもの健全な育成環境を確保するため
の支援 の支援

④ 平成２２年度における子ども手当の支給に関する法律の施行に伴う児童福祉施設に入
所する子ども等への特別の支援

⑤ 育児に悩みのある親の話の傾聴や育児・家事を協働して行うスタッフの派遣により、 ④ 育児に悩みのある親の話の傾聴や育児・家事を協働して行うスタッフの派遣により、
育児期の孤立感や育児不安の解消を図るための支援 育児期の孤立感や育児不安の解消を図るための支援

⑥ 放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を促進するための支援 ⑤ 放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を促進するための支援
⑦ 病児・病後児保育事業に携わる人材を確保するなど、病気の子どもを預かる社会基盤 ⑥ 病児・病後児保育事業に携わる人材を確保するなど、病気の子どもを預かる社会基盤
の構築を促進するための支援 の構築を促進するための支援

⑧ ファミリー・サポート・センター事業の広域実施や病児・病後児預かり等の実施を促 ⑦ ファミリー・サポート・センター事業の広域実施や病児・病後児預かり等の実施を促
進するための支援 進するための支援

⑨ 安心、安全な出産に向けた妊婦等支援教室の実施や家庭訪問等による支援 ⑧ 安心、安全な出産に向けた妊婦等支援教室の実施や家庭訪問等による支援
⑩ 地域子育て支援拠点事業の従事者や放課後児童健全育成事業の指導員の資質の向上を ⑨ 地域子育て支援拠点事業の従事者や放課後児童健全育成事業の指導員の資質の向上を
図るための支援、人材育成支援 図るための支援、人材育成支援

⑪ 賃借物件により新たに地域子育て支援拠点事業や放課後児童健全育成事業等を実施す ⑩ 賃借物件により新たに地域子育て支援拠点事業や放課後児童健全育成事業等を実施す
るための賃借料等の支援、病児・病後児保育事業に係る感染症対策等に必要な備品費等 るための賃借料等の支援、病児・病後児保育事業に係る感染症対策等に必要な備品費等
の支援 の支援

（２）実施主体 （２）実施主体
都道府県 【（１）の⑦、⑧】 都道府県 【（１）の⑥、⑦】
都道府県又は市町村（特別区を含む。以下同じ。）【（１）の①～③、⑤、⑥、⑨～⑪】 都道府県又は市町村（特別区を含む。以下同じ。） 【（１）の①～⑤、⑧～⑩】
都道府県、指定都市又は児童相談所設置市 【（１）の④】

（３） （略） （３） （略）

３ （略） ３ （略）

４ その他 ４ その他
市町村が「安心こども基金」の対象事業を円滑に実施するために必要な経費については、２ 市町村が「安心こども基金」の対象事業を円滑に実施するために必要な経費については、２

（１）②に定める「地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るためのき （１）②に定める「地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るためのき
め細やかな子育て支援活動を促進するための支援」のための取組の一つとして、特別対策事業 め細やかな子育て支援活動を促進するための支援」のための取組の一つとして、特別対策事業
の対象として差し支えないものとする。 の対象として差し支えないものとする。
（削除） なお、市町村が「平成２１年度子育て応援特別手当」を円滑に実施するために必要な経費に

ついて、上記の取組と一体的に処理する場合には、特別対策事業の対象として差し支えないも
のとする。



（削除） ただし、当該取組に関する経費については、「平成２１年度安心こども基金管理運営要
領」に基づき、各都道府県に設置された基金の額（地域子育て創生事業に係る分）の１０％を
上限とする。

５ （略） ５ （略）

別添１３～ （略） 別添１３～ （略）
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雇児発０３３１第１９号

平 成 ２ ２ 年 ３ 月 ３ １ 日

都 道 府 県 知 事

各 指 定 都 市 市 長 殿

児童相談所設置市市長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

平成２２年度における子ども手当の支給に関する法律の施行に伴う

児童福祉施設に入所する子ども等への特別の支援について

平成２２年度における子ども手当の支給に関する法律（平成２２年法律第１

９号。以下「平成２２年度子ども手当法」という。）が、平成２２年３月３１日

に公布され、平成２２年４月１日から１５歳に達する日以後の最初の３月３１

日までにある子どもが支給対象となったところである。

一方、平成２２年度子ども手当法附則第２条の規定を踏まえ、児童養護施設

に入所している子どもその他子ども手当の支給対象とならない子どもに対する

支援等については、平成２３年度以降の取扱について子ども手当制度のあり方

の検討の中で別途検討をするとともに、平成２２年度においては、安心こども

基金管理運営要領を改正し、標記の児童福祉施設に入所する子ども等への特別

の支援を行うことができることとした。

今般、その具体的内容について、別紙のとおり「平成２２年度における施設

入所児童等への特別支援事業運営指針」（以下「運営指針」という。）を策定し

たので、円滑な実施をお願いしたい。

また、本事業の実施にあたっては、下記事項に留意されるとともに、本事業

の実施について、管内市町村（指定都市及び児童相談所設置市を除き、特別区

を含む。以下同じ。）及び施設等関係者に対して周知されるようお願いする。

なお、この通知は、地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２４５条の４に

規定する技術的な助言に当たるものである。



2

記

１．安心こども基金管理運営要領の改正

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の運営については、平

成２１年３月５日２０文科初第１２７９号・雇児発第０３０５００５号文部

科学省初等中等教育局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知に基づき

実施されているところであるが、平成２２年３月３１日２１文科初８２０号

・雇児発０３３１第３号本職通知により、別紙「安心こども基金管理運営要

領」（以下「管理運営要領」という。）の一部が改正され、別添１２の地域子

育て創生事業に定める事業について、「平成２２年度における子ども手当の支

給に関する法律の施行に伴う児童福祉施設に入所する子ども等への特別の支

援」を新たに追加し、平成２２年４月１日より適用することとした。

２．運営指針第４条の対象児童について

（１）運営指針第４条に定める特別支援事業は、小規模住居型児童養育事業を

行う者若しくは里親（以下「里親等」という。）に委託され、又は児童福祉

施設（別紙に定める児童福祉施設及び指定医療機関をいい、以下「施設」

という。）に入所する児童であって、子ども手当の支給要件に該当する父母

等がいない児童(以下「対象児童」という。）を対象に当該児童を委託され

た里親等又は当該児童が入所する施設に対し、子ども手当相当額を助成す

るものである。

具体的には、父母が死亡した児童、父母の生死が明らかでない児童、父

母が法令により拘禁されている児童、父母から遺棄されている児童、父母

に親権喪失の宣告がなされた児童、児童福祉法第２８条第１項による措置

又は委託が行われた児童等の父母の監護・生計同一関係が認められず子ど

も手当の支給要件に該当する者がいない児童が対象児童となると考えられ

る。

（２）本事業は、子ども手当の支給の有無と密接な関連があり、施設に入所す

る児童の父母等に子ども手当が支給される場合には、本事業の対象児童に

はならない。このため、運営指針による対象児童の認定に当たっては、必

要に応じて、父母等の住所地の市町村に対して、住民基本台帳の確認を依

頼するなど子ども手当の支給ついての照会を行うこととする。市町村に対

しては、あらかじめ本事業の趣旨及び実施に伴う協力について周知された

い。
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３．事業の実施時期

本事業は、平成２２年４月１日から実施するものとする。

４．費用

（１）本事業の実施のために要する都道府県等の事務費及び助成費について

は、管理運営要領の定めるところにより、安心こども基金の地域子育て創

生事業として基金を取り崩し支出できるものであること。

（２）本事業の実施に伴い、管理運営要領の別添の２の①区分の「すべての子

ども・家庭への支援」へ管理運営要領の６（２）に定める区分間配分変更

を行う場合は、本事業を行うための経費の増額分に限り、その内容を記載

した報告をもって、厚生労働大臣の承認を受けたものとみなす。

５．その他

本事業は、里親等及び施設の施設長から申請に基づき実施する事業である

が、事業の円滑な実施が行われるよう、児童相談所等における対象児童の把

握や事業の周知について努められたい。
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(別紙）

平成２２年度における施設入所児童等への特別支援事業運営指針

(目的)

第１条 この指針は、児童福祉施設に入所する父母がいない児童等で、子ど

も手当の支給対象とならない児童に対して、都道府県等が平成２２年度の

措置として、児童福祉施設等の実施する子ども手当相当額の特別の支援（以

下「特別支援事業」という。）について必要な事項を定めるとともに、当該

事業を実施することにより、児童の健やかな育ちを支援することを目的と

する。

（定義）

第２条 この指針で、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

１ 「父」には、母が児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないが、そ

の母と事実上の婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。

２ 「児童」とは、１５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間に

ある者をいう。

（実施主体）

第３条 実施主体は、都道府県、指定都市、児童相談所設置市（以下「都道

府県等」という。）とする。

（対象児童）

第４条 特別支援事業の対象となる児童（以下「対象児童」という。）は、児

童福祉法に定める措置等（障害児施設給付の決定を含む。以下「措置等」

という。）を行った次の各号のいずれかに該当する児童で、かつ、平成２２

年度における子ども手当の支給に関する法律（平成２２年法律第１９号）

第６条に規定する子ども手当の認定を受けた父母等がいない児童とする。

１ 小規模住居型児童養育事業を行う者又は里親に委託された児童

２ 乳児院、児童養護施設、知的障害児施設、盲ろうあ児施設、肢体不自

由児施設、重症心身障害児施設、情緒障害児短期治療施設又は児童自立

支援施設に入所する児童

３ 指定医療機関（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第６

項及び第７項に規定するものをいう。）に入所する児童
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（事業の内容）

第５条 特別支援事業は、都道府県等が措置等を行った第4条の対象児童につ

いて、当該児童の委託を受けた者又は対象児童が入所する施設の長（以下

「事業実施者」という。）に対し子ども手当相当額を助成し、助成を受けた

事業実施者が、当該児童に対して特別の支援を実施するものをいう。

２ 事業実施者が行う特別支援事業の実施期間は、平成２２年４月１日から

平成２３年３月３１日までとする。

（特別支援事業費の額）

第６条 特別支援事業に要する費用（以下「特別支援事業費」という。）の額

は、月を単位として算定するものとし、その額は、１月につき、１万３千

円にその月の初日の対象児童の数（その月の初日に子ども手当の支給事由

が消滅した児童の数を除く。）を乗じて得た額とする。

２ 対象児童ごとに助成額を算定する場合は、平成２２年４月から平成２３

年３月までの間において、当該児童が第４条の対象児童となる事実が生じ

た日（当該児童が子ども手当の支給対象であった場合は、子ども手当の支

給事由が消滅した日の翌日）の属する月の翌月（その日が月の初日の場合

はその日の属する月）から、当該児童が子ども手当の支給対象となるなど

対象児童としての事由が消滅した日の属する月までの月数に１万３千円を

乗じて得た額とする。

（認定）

第７条 特別支援事業費の助成を受けようとする者は、別に定めるところに

より、事業実施者に関する事項、対象児童に関する事項及び特別支援事業

費の額について、対象児童について措置等を行った都道府県知事（指定都

市にあっては、市長とし、児童相談所設置市にあっては、児童相談所設置

市の市長とする。以下同じ。）に申請し、認定を受けなければならない。

２ 都道府県知事は、上記申請の内容を審査し、事業実施者、対象児童及び

特別支援事業費の額の認定を行うものとする。なお、対象児童の認定に当

たっては、必要に応じ、申請のあった対象児童に係る子ども手当の支給の

有無等について関係市町村等に照会するものとする。

（特別支援事業費の助成）

第８条 都道府県知事は、前条の認定をした事業実施者に対し、特別支援事

業費を助成するものとする。
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２ 特別支援事業費の助成限度額は、平成２２年４月から平成２３年３月ま

での各月について、第６条第１項により算定した額の合計額とする。

３ 都道府県知事は、特別支援事業費の助成は、助成限度額の範囲内で事業

実施者の請求により概算払いにより交付することができる。

４ 特別支援事業費の助成の申請、交付、確定の手続きについては、都道府

県知事が別に定める。

（対象児童の変更）

第９条 事業実施者は、第７条の認定を受けた後において、対象児童に増加

又は減少の変更が生じた場合には、第７条の手続きに準じて都道府県知事

の認定を受けるものとする。

（事業実施者の留意事項）

第１０条 事業実施者は、助成を受けた特別支援事業費について、第１条の

趣旨に従って用いなければならない。

２ 事業実施者は、対象児童ごとに、当該児童に係る特別支援事業費を管理

し、助成額及び支出の内容を明らかにしておかなければならない。

３ 特別支援事業費の対象経費は、対象児童に係る物品等の購入に係わる経

費の他、対象児童の趣味、会食、旅行等の活動に要する経費（金銭給付を

除く。）とするが、事業実施については、対象児童の希望を聞くなど十分配

慮しなければならない。

（実績報告）

第１１条 事業実施者は、別に定めるところにより事業の実績報告書を都道

府県知事に提出しなければならない。

（助成額の精算）

第１２条 都道府県知事は、前条の実績報告書の提出があったときは、事業

実施者に対して助成すべき額を確定し精算しなければならない。

（実施細目）

第１３条 この指針に定めるもののほか、特別支援事業の実施に関し必要な

事項は都道府県知事が別に定める。


